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SDGs登録・認証制度

要旨
▪政府はＳＤＧｓを軸とした地方創生、すなわち「地方創生ＳＤＧｓ」を推進するため、各種施策を展開している。
▪自律的好循環の形成を目指し、地域のＳＤＧｓ取組を「見える化」するための制度の構築を進めるため、地方自治体向け

の「ガイドライン」を策定した。
▪2022年2月末現在、全国で51の自治体が「地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度」を構築し、地域のＳＤＧｓ取組を推進して

いるが、ＳＤＧｓウォッシュなどの課題も出てきている。
▪本稿では、自治体による取組状況をもとに「地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度」の課題を踏まえ、今後の可能性につい

て考察する。

地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度
構築における課題と可能性

1 ＳＤＧｓの普及

⑴地方創生ＳＤＧｓ

政府は、ＳＤＧｓ達成に向けた取組が地域の諸課題の解決や
地域活性化に貢献するとして、ＳＤＧｓを原動力とした地方創生、
すなわち「地方創生ＳＤＧｓ」に関する様々な施策を展開してい
る。具体的には「ＳＤＧｓ未来都市」の選出による成功事例の創
出や、「地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム」を通じた官
民連携の拡大、「地方創生ＳＤＧｓ金融」を通じた自律的好循環
の形成の推進などを行っており、これらは2021年12月24日にＳ
ＤＧｓ推進本部で決定された「ＳＤＧｓアクションプラン2022」に
も記載されている。また、第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（2020改訂版）においてはＳＤＧｓの達成に向けた取り組みを
行っている都道府県及び市区町村の割合を2024年度までに60％
に引き上げるという目標が掲げられており、引き続き地方創生 
ＳＤＧｓ推進のための取り組みが展開されていくと考えられる。

⑵地方創生ＳＤＧｓ金融

地方創生ＳＤＧｓ金融とは、地域におけるＳＤＧｓの達成や地
域課題の解決に取り組む地域事業者を金融面（投融資だけでな
くコンサルティング等の非金融サービスなども含む）から支援す
ることによって、地域における資金の還流と再投資（「自律的好循
環」の形成）を促進する施策である。

地方創生ＳＤＧｓの推進においては、このような地域課題の解
決に向けた取り組みによって得られた収益を地域に再投資する

「地方創生ＳＤＧｓ金融を通じた自律的好循環」の形成が重要
であるとされており、そのために自治体がＳＤＧｓ達成に向けて
積極的に取り組む地域事業者等を「見える化」する仕組みを構築
して取り組みを加速化することが期待されている。

⑶地方公共団体のための地方創生ＳＤＧｓ登録・認
証等制度ガイドライン

ＳＤＧｓに取り組む地域事業者等を「見える化」する「地方創
生ＳＤＧｓ登録・認証等制度（以下、「登録認証等制度」）」の構
築を支援するため、2020年10月、地方創生ＳＤＧｓ金融調査・ 
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検討会（事務局：内閣府地方創生推進事務局）において「地方
公共団体のための地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度ガイドラ
イン（以下、「ガイドライン」）」が公表された。ガイドラインでは、
登録認証等制度の概要や期待される事項とその具体的な対応
方法、「宣言制度」「登録制度」「認証制度」の3つのモデルと各制
度の構築に当たって考慮すべき事項などが示されている。そし
て、自治体が、これらを参考に地域の特性に合った登録認証等
制度を構築し、自律的好循環の形成に向けた土台を築くことを
促進している。

 2 登録認証等制度について

⑴登録認証等制度の概要

登録認証等制度とは、企業の取り組みを「見える化」することで
さらなる取り組みの推進・自律的好循環の形成の加速化と、ＳＤ
Ｇｓに取り組む事業者の裾野拡大による地域課題等の解決に向
けた取り組みの促進を目指すための制度である。

⑵登録認証等制度構築による効果

ガイドラインでは、自治体が登録認証等制度を構築することで
表１のような効果が期待できるとされている。

3 自治体によるＳＤＧｓへの取組状況

⑴地方創生ＳＤＧｓへの取組状況

内閣府が実施した「ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査」（次
頁図１）によると2021年10月時点で全自治体（1,788）の52.1％に
当たる932の自治体がＳＤＧｓ達成に向けた取り組みを推進して
いると回答している。2018年10月に実施された同調査でのわずか
4.9％（87自治体）から3年間で大幅に増加しており、特に2019年か
ら2020年の1年間で3倍近くに急増している。

⑵登録認証等制度構築の現状

内閣府によると2022年2月28日現在で全国51の自治体（次頁
表２）が地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度を構築している。

⑶自治体によるＳＤＧｓ推進の課題

内閣府の「ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査」では、自治体
がＳＤＧｓを推進する際の課題や障壁についても調査をしてい
る。それによると、「先行事例や成功事例がないためどのように推
進すればいいのかわからない」、「行政内部での理解、経験や専門
性が不足している」、「行政内部での予算や資源に余裕がない」、

「行政内部署間の職務分掌の問題や優先度をめぐる認識に差
がある」、「専門家の支援が不足している」といった課題を多くの
自治体が感じていることが分かる。

 

地方公共団体 ◦地域事業者等の取組を評価及び「見える化」することで、地方創生ＳＤＧｓの推進における重要な役割を果
たすことが期待される

◦地域におけるＳＤＧｓの取組の活性化や、投融資機会の拡大による資金の還流を図ることで、多様なステー
クホルダーの連携による自律的好循環の形成が期待される

◦地域経済の活性化による税収の増加や、地域企業等の取組を評価及び「見える化」することによる新たな
雇用機会の創出等が考えられる

地域事業者 ◦事業を通じたＳＤＧｓに関する取組が登録・認証団体によって評価及び「見える化」されることで、ＳＤＧｓを通
じた地方創生への貢献度等が対外的に明示される

◦域内外における企業の認知度向上に繋がり、金融機関からの融資機会の拡大や地方公共団体及び民間
団体等との連携機会（ビジネスマッチング等）の拡大、人材の確保に向けた機会の拡大等が期待される

◦ＰＲ効果の向上による事業機会の拡大、入札時の加点（官公庁入札案件等）、他団体とのネットワーキング
の機会の提供、地方公共団体及び業界団体等からの事業拡大に必要なスキル構築の支援の提供等が考
えられる

地域金融機関 ◦経済・社会・環境等、地方創生ＳＤＧｓの達成に資する持続性の高い事業を展開する企業の取組が、登録・認
証団体によって評価及び「見える化」されることで、企業支援の活性化や潜在的な投融資先の発掘につな
がることが考えられる

◦財務・非財務情報に加え、補完的な情報を得ることで、より包括的な企業の情報収集が可能となり、より優
良な投融資先への働きかけの契機となることが期待される

【表１】登録認証等制度構築による効果

（出典：地方公共団体のための地方創生ＳＤＧｓ登録・認証等制度ガイドラインを基に筆者作成）
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4 登録認証等制度の課題

本項では内閣府の「ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査」結
果を参考に登録認証等制度を構築・運営する際の課題について
考察する。

⑴運営体制の整備

まず、制度運営主体となる自治体の体制整備についてである。
自治体が構築する登録認証等制度はガイドラインの三つの制度

モデルを参考に構築した場合、いずれの制度でも申請書類の確
認等の事務作業が発生し、基本的には運営主体である自治体の
職員が実施するか、外部委託することになる。自治体の負担は、
登録認証等制度の内容や申請件数などの要因に左右されるが、
ＳＤＧｓが世間に広く浸透した昨今は多くの企業が登録認証等
制度への申請を行うことが想定される。実際に長野県ＳＤＧｓ推
進企業登録制度の登録企業数（図２）を見ても、制度開始直後は
80程度であった登録数が、2021年以降は毎期100件を超えてお
り、直近の第11期登録数が184と最も多くなっている。自治体内
部での予算や人的資源に余裕がない場合、登録認証等制度の構
築後も制度が円滑に運用できるよう、想定以上の申請が行われ
た場合の対応なども含め、運営体制について制度設計段階から
あらかじめ十分に検討する必要がある。

【図１】地方創生ＳＤＧｓ達成に向けた取組状況（出典：内閣府「ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査」より抜粋）

都道府県 秋田県、栃木県、埼玉県、神奈川県、富山県、福井県、長
野県、岐阜県、愛知県、三重県、大阪府、鳥取県、愛媛
県、高知県、熊本県、沖縄県

市区町村 宮城県石巻市、山形県鶴岡市、茨城県つくば市、栃木県
宇都宮市、埼玉県さいたま市、埼玉県春日部市、東京都
東村山市、神奈川県横浜市、神奈川県川崎市、神奈川県
相模原市、神奈川県小田原市、富山県高岡市、石川県金
沢市、石川県小松市、山梨県都留市、静岡県静岡市、静
岡県浜松市、静岡県御殿場市、愛知県名古屋市、愛知県
豊橋市、愛知県豊田市、愛知県安城市、三重県志摩市、
大阪府豊中市、大阪府富田林市、兵庫県尼崎市、兵庫県
明石市、岡山県倉敷市、岡山県真庭市、広島県東広島
市、香川県三豊市、愛媛県新居浜市、福岡県北九州市、
熊本県小国町、鹿児島県鹿児島市

【表２】登録認証等制度　構築自治体　2022年2月28日時点

（出典：内閣府地方創生ホームページを基に筆者作成）

【図２】長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度の登録数
（出典：長野県ＳＤＧｓ推進企業情報サイトを基に筆者作成）
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⑵取り組みの質の向上

自治体が制度を構築したことをきっかけに企業がＳＤＧｓに取
り組み始める場合、「まず何から始めれば良いか」、「自社事業と
ＳＤＧｓをどのように関連付けるか」といった課題感を持つこと
が想定されるが、予算や人的資源が限られ、ノウハウを持たない
自治体では企業に対する個別支援を行うことは難しい。企業に
取り組みを促すだけでは、企業がＳＤＧｓを理解し、達成に向け
て実践していくことは期待できず、登録認証等制度への登録自
体がゴール（目的）となってしまうことが考えられる。そして、取り
組みが一過性のものとなり、登録企業として表面上はＳＤＧｓに
取り組んでいるように見える「ＳＤＧｓウォッシュ」も問題となる。 
このように、登録認証等制度はＳＤＧｓに取り組むきっかけには
なるものの、企業の具体的な取り組みが加速しなければ、ＳＤＧ
ｓの実践による企業価値の向上や地域活性化といった登録認証
等制度を構築する本来の目的を達成することはできないだろう。

⑶登録企業に対するメリット

登録認証等制度の構築を検討する際、ロゴマークの使用や入
札への加点、自治体によるＰＲといった登録企業に対するメリッ
トを用意することが多い。これは企業が登録認証等制度に登録
する動機として有効であり、ガイドラインにおいても地域金融機
関等のステークホルダーとあらかじめ協議を行い具体的なメリッ
トの設計を検討することが期待されている。

一方で、メリットの内容によっては、運営主体の負担の増加に
なるほか、登録がゴールとなることを助長する可能性も考えられ
るため、慎重に検討する必要がある。

⑷登録認証等制度の重複

前述のとおり2022年2月末時点で既に51の都道府県・市町村
が登録認証等制度を構築しており、今後も引き続き制度を構築
する自治体は増加すると考えられる。一方で、日ごろから中小企
業との関わりが強い商工団体が登録認証等制度を構築するな
ど、地域のステークホルダーが同一地域で複数の登録認証等制
度を構築する事例も生じている。登録を目指す企業にとって、そ
れぞれ趣旨や申請方法が異なる制度について理解し申請を行う
ことは煩雑でわかりにくく、取り組みを阻害する要因にもなりか
ねない。また、制度が乱立することで各制度の価値が相対的に低
下してしまうことも考えられる。

5 登録認証等制度の今後（可能性）

ここまで登録認証等制度の現状や課題について述べてきたが、
自治体による登録認証等制度を持続可能で地域の発展に寄与
する効果的な制度とするためのポイントについて考察する。

⑴自治体や地域の実情に沿った制度設計

ＳＤＧｓの推進は地域課題の解決や地域活性化につながるも
のであるから、地域特性や地域の実情を理解した上で、各自治体
において最適な制度を設計することが重要である。

まず、課題でも述べたとおり、運営主体となる自治体内部の体
制について、制度運営に確保できる人員や予算を明確にし、その
範囲で対応可能な制度を検討する必要がある。予算や人員が限
られ、その範囲内で事業を行うということは当然のことではある
が、構築した制度の実効性を高めるために要件を厳格にしたり、
取り組みを形骸化させないために定期的に書類の提出を求めた
りするなどした結果、想定を超える業務量により運営が滞ってし
まうことも考えられる。制度の運営と質の担保との両立を念頭
に、用務やキャパシティなどの現状を十分に分析した上で制度を
設計する必要がある。

また、制度を設計する上では、地域におけるＳＤＧｓに関する取
り組みの進捗状況を把握することが重要である。例えば、地域企
業や住民のＳＤＧｓへの理解が十分でない状況で、認証制度の
様な厳格な審査が必要となる制度にしてしまうと企業が取り組
むハードルが高くなり、結果として申請企業が限定されてしまう。
地域の実情に合った施策から始め、進捗状況に応じて新たな施
策を追加するといったことも選択肢の一つになるであろう。

内閣府では、ガイドラインの公表に続き、地方創生ＳＤＧｓ金
融表彰を創設した。この表彰制度は、地方創生ＳＤＧｓ金融を通
じた自律的好循環の形成に資する自治体と地域金融機関の好取
組事例を表彰、公表することで、取り組みの質を向上することを目
的としており、ＳＤＧｓに関する取り組みが普及啓発の段階から、
質を高める段階へと変化してきたことを表していると言える。

⑵取り組みの質を高める伴走支援の実施

登録認証等制度を地域のＳＤＧｓを推進するための有効な
手段として機能させるためには、登録後の企業支援を制度の一
環として組み込み、登録から実践まで一貫した支援を行うこと
が重要である。ここでいう登録後の企業支援策は、ロゴマーク
の活用や入札への加点、自治体によるＰＲといった登録企業に
与えられるメリットのことではなく、企業に対する伴走支援であ
る。企業がＳＤＧｓに取り組むことで得られるメリットは運営主
体から与えられるものだけではない。他社との差別化や新たな
ビジネスチャンスの獲得、そして社会課題の解決に意欲的な優
秀な人材の確保など、取り組みを通じて企業価値を向上させ
ることで得られるメリットも多く存在する。しかし、このようなメ
リットはＳＤＧｓに関する取り組みを開始してすぐに実感できる
ものではなく、本質的な取り組みが求められるため難易度も高
い。全ての企業が自社単独で取り組みを推進できるものではな
いため、登録企業がそのようなメリットを得られるまで伴走支援
を行うことが理想的である。また、伴走支援が難しい場合は、登
録企業間の交流と情報の共有を促すことで取り組みを活性化
させるという方法も考えられる。
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⑶ステークホルダーとの連携

自治体が地域のステークホルダーと連携して登録認証等制度
を運営することは、制度の実効性を高める上でも非常に有効であ
ると考えられる。自治体だけでは人員や予算が不足し、ノウハウ
が十分でない場合でも、ステークホルダーと連携することで、円
滑な制度運営と実効性の高い取り組みの両立が可能となる。企
業への伴走支援を例に考えてみると、自治体が個別企業の支援
を行うことは現実的には困難であるが、普段から地域企業と接点
を持ち、企業支援のノウハウを有する民間企業や専門家に任せる
ことができれば、自治体は登録や認証といった制度の運営部分
を中心に行い、制度の普及啓発や企業の伴走支援は民間企業が
行うといった役割分担ができる。

また、ＳＤＧｓという共通言語をきっかけに登録認証等制度で
官民連携等が促進された結果、地域が抱える他の課題の解決に
向けてもステークホルダーが連携して取り組むことも期待できる。

⑷ＤＸの活用

最後に、取り組みを推進するための手段について考えてみる。
これまで述べてきたとおり、自治体の資源には限りがある一方
で、課題解決のためには様々な施策を展開することが必要であ
る。この課題を解決するためには、ＤＸ（デジタルトランスフォー
メーション）を活用して企業の実践支援や取り組みの深化を行う
ことをお勧めしたい。

ＤＸツールの一例として、一般社団法人サステナブルトラ
ンジションが運営する「Ｐｌａｔｆｏｒｍ Ｃｌｏｖｅｒ」（図3）を紹介し
たい。

一般社団法人サステナブルトランジションが運営する「Ｐｌａｔ 
ｆｏｒｍ Ｃｌｏｖｅｒ」は、持続可能な社会を共創してゆくための 

オープンイノベーションプラットフォームである。産学官民のあら
ゆる関係者が使用可能で、ユーザーはＳＤＧｓを共通言語として

「他会員の取組事例を検索してＳＤＧｓについて学ぶ」、「自社の
取組状況を記録して対外的に発信する」、「ニーズやシーズから
パートナー企業を探す」等、取組段階に応じた使用が可能である。

プラットフォームクローバーはＤＸの一例であるが、多くの企業
や個人が集まるオープンイノベーションで、地域の課題解決に資
する新たな活動が生み出されることが期待できる。

⑸ＳＤＧｓ × ＤＸ

政府が進める「デジタル田園都市国家構想」においても、デジタ
ルを活用して地方創生を実現していくとの考えが示されており、
今後の自治体経営はＤＸを効果的に活用できるかがこれまで以
上に重要になってくるものと想定される。

ＳＤＧｓの目標は貧困、気候変動対策、生物多様性、安心・安全
なまちづくりなどあらゆる分野に及び、これらの課題を解決する
ためには、個々の課題を個別にとらえるのではなく、関連付けて
検討するとともに、多くの関係者が連携して取り組むことが求め
られる。そして、このような複雑化した問題の解決のためには、デ
ジタル技術を活用したこれまでにないアプローチが必要になると
考えられる。

登録認証等制度が地域におけるＳＤＧｓ取り組みの普及推進
のきっかけづくりに留まらず、ＳＤＧｓというキーワードを用いて
関係者間の連携を促進し、新たな課題解決策を生み出す仕組み
となり、持続可能な社会に向けた取り組みを活性化させることが
強く期待される。

以上

【図3】オンラインＳＤＧｓプラットフォーム「Ｐｌａｔｆｏｒｍ Ｃｌｏｖｅｒ」の概要イメージ　　　　　　　　　　　　　　　　（出典：一般社団法人サステナブルトランジション資料）
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